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「厚生労働省改革の工程表（平成 21 年 2 月 24 日公表）」に関する 

これまでの実績及び平成 21 年度に取り組む事項について 
 

改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅰ 国民のニーズ等を的確に把握する 

（改革項目） 

・ 国民のニーズの把握体制の強化 

・ 当事者参加の推進 

・ 国際情勢等の分析機能の強化 

・ 情報開示体制の強化 

情報発信体制の強化 等 

１ 政策の立案を根拠（エビデ

ンス）に基づくものに改善。

その際、我が国の状況、国

民・当事者の意見を常に的確

に把握し、政策に反映 

  

・政策立案に、国民・当事者の

意識やニーズをどのように反

映させているかを把握し、改

善策を検討 

なお、統計情報については、

我が国の状況を的確に把握す

る観点等からの見直しについ

て、政府全体の「公的統計の

整備に関する基本的な計画」

に沿って検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「政策立

案への国民・当事者のニーズを

反映させるための改善策」の取

りまとめ【3月】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「公的統計の整備に関する基本

的な計画」（3月 13 日閣議決定）

の別表「今後 5年間に講ずべき

具体的施策」に掲げられた個別

の課題について、有識者による

○「政策立案への国民・当事者のニーズを反映さ

せるための改善策」に基づき、計画的に改善を

実施 

 ①政策立案のエビデンスの収集・把握の方法の

改善策 

・委託研究の実施と活用【随時実施】 

  ・民間シンクタンク等の調査結果の収集と活

用【随時実施】 

 ②国民・当事者のニーズ把握と政策の反映に関

する改善 

  ・審議会等におけるヒアリングの実施【審議

会等の日程に応じ速やかに実施】 

  ・当事者との意見交換会の実施【随時実施】 

  等 

○「公的統計の整備に関する基本的な計画」に掲

げられた課題に応じて対応 

 ①少子高齢化の進展やワークライフバランス等

に対応した統計の整備 

・就業と結婚、出産、子育て等の関係を分析
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検討会を実施するなど、対応策

の検討を開始。 

  

する観点からの必要な事項の追加の検討

【計画に従い実施】 

・世代による違いの検証のための見直し【計

画に従い実施】 

②働き方の多様化等に応じた労働統計の整備 

 ・実労働時間のより適切な把握の観点からの

見直し【計画に従い実施】 

・非正規雇用の実情を継続的に把握するため

の調査の検討【計画に従い実施】 

等 

２ 国民の積極的参加を広く

促し、その意見を政策や事業

へ的確に反映  

 

 

 

 

・広報戦略会議において、厚生

労働行政モニターの活用や地

域での説明会の実施等を盛り

込んだ来年度の「広報広聴基

本方針」（仮称）の策定 

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針（案）」について広報戦略会

議等において検討、議論【3月】

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針」の策定・公表【4月】 

○広報戦略推進官の設置【4月】

 

○平成 21 年度広報広聴基本指針に基づき、各部局

において以下の取組の実施【計画的に実施】 

 ①厚生労働行政モニターの活用 

 ②国民レベルでの意見交換の実施 

③自治体と協力した現場の情報の把握 

 等 

○広報戦略会議及び広報委員会において、各部局

における先進事例を他部局に紹介する等情報を

共有するとともに、各部局の取組について定期

的に事後的な評価を実施し、改善 

 

３ 国際情勢の把握、国際比較

実施などグローバルな視点

から情報を把握し、それを政

策に反映  

・「国際関係情報収集・発信機能

向上プラン」の策定 

・国際情勢の把握等に関する課

題を整理し、今後の取組方策

を検討 

○「国際関係情報収集・発信機能

向上プラン」の策定、改訂 

【1月（策定）、4月（改訂）】 

○同プランに基づき、国際関係情

報の体系的な収集・蓄積に着手

【1月】 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、国際情勢

の把握等に関する課題を整理

し、「国際関係情報収集・発信

機能向上プラン」に基づき、各

部局において取り組む事項を

整理した「「国際関係情報収

○「国際関係情報収集・発信機能向上プラン」に

基づく計画的な取組の実施 

 ①情報収集の強化 

・各国制度情報等の集約化と体系的管理【4月

から】 

・委託調査の活用等による情報収集手段の多

角化【随時実施】 

・国際会議等の結果の共有等【4月から】 

②在外公館との連携 

・在外公館と連携した情報収集・発信の充実

【4月から】 

③情報発信の強化 

・厚生労働白書の英語版のウェブサイトへの
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集・発信機能向上プラン」実施

ガイドライン」の取りまとめ【3

月】 

 

掲載【4月から】 

・施策説明用英語資料の集約と有効活用【4月

から】 

 等 

 

４ 国立社会保障・人口問題研

究所等や厚生労働科学研究

費の在り方を見直すなど厚

生労働省の調査研究分析機

能を強化  

・国立社会保障・人口問題研究

所等の機能強化について、行

政機関と研究機関の橋渡しを

実施している企画調整・政策

調整業務の機能・体制強化に

ついて検討 

・根拠に基づく行政の推進に必

要となる政策指向型の調査・

研究を可能とするため、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づく改善策

や厚生労働科学研究費の在り

方について検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「国立社

会保障・人口問題研究所等の機

能強化及び厚生労働科学研究

費の在り方に関する改善方策」

の取りまとめ【3月】 

 

○「国立社会保障・人口問題研究所等の機能強化

及び厚生労働科学研究費の在り方に関する改善

方策」に基づき、改善を実施 

①国立社会保障・人口問題研究所等の機能強化

に向けた改善策 

・国立社会保障・人口問題研究所の企画調整

機能の強化【5月から】 

・厚生労働省と国立社会保障・人口問題研究

所との情報交換の実施【5月から】 

②厚生労働科学研究費の在り方の見直し 

・ＰＤＣＡサイクルを意識した調査研究事業

の設定【6月中】 

  ・政策指向型の調査研究事業の設定【6月中】 

 等 

○厚生労働科学研究費の見直しについては、平成

21 年度の早期に厚生科学審議会科学技術部会に

おいて議論し、その結果を平成 22 年度の予算編

成に反映【6月目途】 

 

５ その中で行政課題に応じ

た実証研究や国内外の情報

の収集・比較分析の実施  

・各部局等において収集した国

内外の情報に基づく比較分析

結果について積極的に公表 

○各部局等における国内外の比

較分析結果の積極的な公表 

・主要国における輸入食品検査

体制の比較【3月】 

・医療費の国際比較【3月】 

等 

○各部局等において収集した国内外の情報に基づ

く比較分析結果について引き続き積極的に公表

【随時実施】 

 

６ 審議会等の見直し 

・各種審議会・検討会等は既に

原則公開となっているが、こ

の原則をさらに徹底 

・各種審議会・検討会等の公開、

当事者参加等の現状を把握

し、審議会等の性格に応じた

改善策を検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「審議会

運営の留意事項」の取りまとめ

【3月】 

○各部局において、「審議会運営の留意事項」に基

づき、各種審議会・検討会の日程・性格に応じ

て以下の取組を計画的に改善を実施 

①審議会・検討会の公開 
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・例えば長寿医療制度に関する

議論であれば高齢者を委員

にし、当事者の意見に耳を傾

ける機会を確保 

・審議会の在り方の見直し、審

議会・検討会等の成果を政策

立案・決定への活用、その内

容を国民に対し十分に説明

していく方策の具体的な実

施 

 ・資料・議事録掲載のＨＰ掲載への早期化【審

議会等の日程に応じ速やかに実施】 

②審議会・検討会の当事者参加、当事者意見の

反映 

・審議会等への当事者参加の促進【委員の改

選時期に合わせて対応】 

・当事者のヒアリングの実施【議題に応じて

実施】 

③利害調整・決定の国民への説明【審議会等の

開催に応じ速やかに実施】 

④厚生労働大臣・副大臣の出席【審議会等の節

目の段階での出席をできる限り確保】 

⑤委員の任期制限【委員の改選時期に合わせて

対応】 

等 

７ 行政の保有する情報・デー

タの開示要求に適切に対応 

・個人情報保護法・情報公開法

の法的枠組の下で、現在の情

報開示請求への対応に関する

問題点を分析・検討 

○情報公開法及び個人情報保護

法に係る開示・不開示マニュア

ル（※）の策定【3月】 

※情報公開法及び個人情報保

護法に係る不開示情報の考

え方、答申等の整理 

 

○案件の進捗状況の把握・管理、不服審査事務の

流れや事務処理上の留意点、類似の参考例の作

成等による情報開示請求等への対応の改善【随

時実施】 

○情報公開法等に基づく開示・不開示の基準や手

続き等について、職員に対する研修の実施【5月

中】 

８ 試算に用いたデータを公

開し、行政関係者以外であっ

ても政策効果等の検証がい

つでもできる状態に切りか

え 

・制度改正時の試算の前提等を

公開する場合のルールを検討

するためのタスクフォース等

の設置等の検討体制の在り方

に関する検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「制度改

正の試算の前提などの公開の

ルール化を検討するための体

制の在り方」の取りまとめ【3

月】 

○制度改正の試算の前提等の公

開のルール化について検討す

るため、関係部局（※）による

タスクフォースの設置・開催【4

月】 

※関係部局；医政局、健康局、

○タスクフォースの議論を踏まえ、実施【可能な

ものから順次実施】 
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労働基準局、職業安定局、雇

用均等・児童家庭局、障害保

健福祉部、老健局、保険局、

年金局、政策統括官（社会保

障担当）、政策統括官（労働担

当）） 
 

９ 新しい統計法に則って、人

的・予算的な体制を整備しつ

つ、個人・事業者特性を消去

するなどの匿名性の確保を

講じた上、個票（原データ）

の提供を実施 

・２１年度当初に２１年度の統

計情報の２次利用に関する年

度計画を策定・公表できるよ

う準備 

○21 年度の統計情報の二次利用

に関する年度計画の概要を策

定・公表できるよう対象となる

統計調査の選定・実施に当たっ

ての課題等について検討 

  

○21年度の統計情報の二次利用に関する年度計画

を策定し、以下の内容を含む概要を公表【被調

査者の秘密の保護の方法等の検討事項を整理し

た後、速やかに公表】 

・国民生活基礎調査に係る匿名データを作成・

提供するための技術的手法の検討、検討結果

の取りまとめ【21年度中】 

・独立行政法人統計センターとの準備・調整を

行った上で、賃金構造基本統計調査のオーダ

ーメード集計の提供開始【21年度中】 

 

10 文書管理に関する専門知

識をもったレコードマネジ

ャーを配置するなど政策決

定にいたった過程を示すデ

ータや議論内容などの記録

を全面的に保存し、国民や専

門家にわかりやすい形で利

用可能なものとするための

取り組みの実施 

・レコードマネジャーの役割の

明確化 

・文書管理の統一方針を策定（１

月２０日） 

・上記統一方針に基づく、文書

整理、課内点検、自己点検の

実施 

 

 

 

・ＨＰ等を通じた分かりやすい

情報提供の推進を「広報広聴

基本方針」（仮称）に盛り込み

  

○文書管理の統一方針を策定【1

月】 

○文書整理週間における文書整

理の実施【2月】 

○課内点検【月 1 回】、自己点検

の実施【週 1回】 

○レコードマネージャーの役割

の明確化【3月】 

 

 

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針」の策定・公表【4月】（再掲）

 

○レコードマネージャーに対する研修の実施【5月

中】 

○レコードマネージャーによる、文書の管理状況

に関する点検等【随時実施】 
○文書整理【5月】、課内点検【月1回】、自己点検

【週1回】の実施 

○外部の専門家の知見を活用し、事務執行の在り

方も含めた文書管理の抜本的な見直しの推進

【21 年度中】 

 

○平成 21 年度広報広聴基本指針に基づき、各部局

において以下の取組の実施【計画的に実施】 

①ホームページを通じた分かりやすい情報提供 

 ②パンフレット、資料の改善 

 等 

○広報戦略会議及び広報委員会において、各部局
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における先進事例を他部局に紹介する等情報を

共有するとともに、各部局の取組について定期

的に事後的な評価を実施し、改善（再掲） 

11 立案から実施までの各段

階において、国民各層の目線

に立ったわかりやすい説明  

良くある質問への回答集

（ＦＡＱ）の活用など、情報

発信に関する手法を改善 

国民と情報を相互にやり

とりする体制の構築 

・省内横断的に、対外的な情報

発信、新たな制度の周知度な

どの把握も含めた情報収集、

職員の資質向上等を検討する

ため、広報戦略会議の設置（1

月 6日） 

・定期的にＨＰ，ＦＡＱなどを

点検する体制の構築を「広報

広聴基本方針」（仮称）に盛り

込み 

 

○省内横断的に、対外的な情報発

信、新たな制度の周知度などの

把握も含めた情報収集、職員の

資質向上等を検討するため、広

報戦略会議の設置【1月】 

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針」の策定・公表【4月】（再掲）

   

  

○平成 21 年度広報広聴基本指針に基づき、各部局

において以下の取組の実施【計画的に実施】（再

掲） 

①ホームページを通じた分かりやすい情報提供 

 ②パンフレット、資料の改善 

 等 

○広報戦略会議及び広報委員会において、各部局

における先進事例を他部局に紹介する等情報を

共有するとともに、各部局の取組について定期

的に事後的な評価を実施し、改善（再掲） 
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改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅱ 情報の適切な取扱い 

（改革項目） 

・文書・情報の管理体制の強化 等 

12 正確にデータを入力・管理

するためのＩＴ技術の導入

を他の分野に拡げていくと

ともに、自分の情報が正確で

あるかどうかを国民が自ら

チェックし、エラーを迅速に

修正できる仕組みを、社会保

障カードなどの導入に国民

の理解と協力を得ながら構

築 

13 入力や閲覧等を行った者

を特定できる仕組みを構築

したり、個々の担当者の職務

と作業責任を明確化 

・レガシーシステムに係る業

務・システムの最適化計画を

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・オンライン利用拡大行動計画

に基づき、電子申請を促進 

 

 

 

 

 

 

 

・社会保障カード（仮称）につ

いて基本計画を策定（年度内

目途） 

○レガシーシステム（※）に係る

業務・システムの最適化計画を

推進。各システムにおいて、最

適化計画に基づき年度ごとに定

められた取組を計画的に推進。

※レガシーシステム（厚生労働

省関係）；社会保険業務、職

業安定行政関係業務、労働保

険適用徴収業務、労災保険給

付業務、監督・安全衛生等業

務 

 

 

○オンライン利用拡大行動計画

に基づき、電子申請を促進。設

定した目標値（※）に向け計画

的に推進 

※オンライン利用計画に基づ

き、社会保険・労働保険手続

分野など分野ごとに年度ご

との目標値を設定 

  
○基本計画の策定に向け、「社会

保障カード（仮称）の在り方に

関する検討会」において議論 

 

○レガシーシステムに係る業務・システムの最適化

計画を推進。各システムにおいて、最適化計画に

基づき年度ごとに定められた取組を計画的に推

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○オンライン利用拡大行動計画に基づき、各分野ご

とに設定した目標値を達成できるよう計画的に

推進 

 

 

 

 

 

 

○社会保障カード（仮称）の実現に向けた検討を行

うとともに、環境整備（実証実験の実施等）を推

進【随時実施】 

○内閣官房を中心とする国民電子私書箱（仮称）等

に関する議論の状況を踏まえた対応を検討【内閣
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官房における議論を踏まえ検討】 

14 人事異動時に業務を適切

かつ確実に引き継ぐ仕組み

を構築 

・業務の引継ぎを確実に行うた

めの仕組み及び点検に関する

仕組みを検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において業務の引

継ぎを行う際のポイント（※）

をまとめ、年度当初の異動の時

期に合わせて省内全職員にメ

ールにより周知【3月】 

※①業務の計画②文書の所在

③仕事上の関係者を含む適

切な引継ぎの実施 等 

○業務引継ぎに関する手引きの作成等さらなる取

組に関する検討の取りまとめ【6月】 

○検討結果を踏まえた取組の実施【上記取りまとめ

後直近の異動時期に活用】 

15 内部通報者保護の徹底な

どコンプライアンスの実質

的確保 

・現行の内部通報者保護制度の

運用状況を評価し・課題を抽

出 

 

○内部通報者の保護等を一層推

進する観点等から、「厚生労働

省における内部の職員等から

の法令違反行為に対する事務

手続きに関する訓令」の改正【3

月） 

○改正後の訓令の各部局への周

知【3月】 

○外部通報相談窓口（弁護士）を

設置【4月】 

 

○外部通報相談窓口の運用状況等を評価、検討【定

期的に実施】 
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改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅲ 政策の効果を点検し改善する仕組み 

（改革項目） 

・ＰＤＣＡサイクルの確立 

・政策評価の見直し 等 

16 厚生労働行政の全般につ

いて、計画・実施・検証・改

善を基本とするＰＤＣＡサ

イクルを組み込み 
17 必要に応じて的確な数値

目標を設定することを含め、

進捗状況を適切に管理する

とともに、状況の変化に対応

するため計画を柔軟に変

更・中止できる仕組みを整備 

・新たな法律の施行に当たって

の関係者への周知等の取組に

ついて、事例検討の分析を行

い、制度の施行を円滑に進め

るためのＰＤＣＡ確立手順を

検討 

・事業の実施を円滑に進めるた

めのＰＤＣＡサイクルに関す

る試行版を作成し、来年度実

施事業に対するモデル的な運

用を実施 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局においてＰＤＣＡ

の全体像を提示【2月】 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において各部局に

対し、モデル事業の設定及び課

室ごとの目標設定を依頼【3月】

○課室ごとの目標の設定【4月】

○事業の実施を円滑に進めるた

めのＰＤＣＡサイクルに関す

るモデル案を作成【4月】 

○提出された課室単位の目標を踏まえ、ＰＤＣＡ

を回す仕組みを検討【5月】 

○省内におけるＰＤＣＡサイクルに関する説明会

を実施【上半期】 

○階層別研修において基本的な内容について基本

的な研修を実施【下半期】 

18 行政課題のサイクルに応

じて弾力的に任期を設定す

るなど人事面で配慮 

ＰＤＣＡサイクルの各段

階における適切な対応を、人

事考課で評価するよう工夫 

（注）21 年 10 月における厚生労働省における人事評価制度の開始に

合わせ検討することとされていたため、2月時点の工程表では記

載なし 

 

○上記の各課室単位の目標に加え、各職員が達成

目標を適切に作成できるよう、超過勤務の計画

的縮減等課室共通の目標設定等を検討【上半期】 

 

19 評価指標を可能な限り政

策アウトプットからアウト

カムに見直し、当該政策が社

会経済に与えているインパ

クトを評価 

・政策評価方法の見直し案を作

成 

・政策評価有識者会議で議論の

上、決定 

○「政策評価に関する有識者会

議」開催【3月】 

○アウトカム（成果）の指標化、

達成水準・時期の明確化等の見

直しを盛り込んだ「厚生労働省

○「厚生労働省における政策評価に関する基本計

画（第 2期）」、「厚生労働省における事後評価の

実施に関する計画（平成 21 年度）」に基づく政

策評価の実施【基本計画等に従い実施】 
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20 客観的かつ厳格な外部評

価を定期的に実施するとと

もに、現在の政策評価手法を

見直し、評価結果を公表する

中で問題の所在や課題を明

確化 

における政策評価に関する基

本計画（第 2 期）」、「厚生労働

省における事後評価の実施に

関する計画（平成 21 年度）」の

策定・公表【3月】  



 11

 

改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅳ サービス行政への対応 

（改革項目） 

・職員の意識改革 

・現場における職員の能力向上 等 

21 迅速に対応し、わかりやす

く説明し、正確に行動するこ

とを基本とする、職員の意識

改革 

・現場経験の充実等、人材育成

面の取組を検討 

 

 

 

 

 

 

・電話応対等についての基本接

遇マニュアルを検討 

 

・現場のサービス総点検を検討 

○人事政策検討会議において、現

場経験の充実、研修の充実に向

けた取組の検討 

○民間からの登用、市町村等との

人事交流の拡大、若手職員の現

場研修の拡大の検討・実施【4

月】 

 

○電話応対等についての「接遇マ

ニュアル」の策定【4月】 

 

○ハローワーク等現場のサービ

スの総点検等の実施及びその

結果を踏まえた業務の見直し 

 

 

○人事政策検討会議において、現場経験の充実に向け

た更なる取組の検討【随時実施】 

 

 

 

 

 

 

○電話応対等についての「接遇マニュアル」の周知【5

月中】 

 

 

22 効率化にも配慮しつつ、そ

の重要性に見合ったヒト・モ

ノ・カネの投入 

窓口や現場における職員

等の資質向上を図るととも

に、サービス行政の第一線に

ふさわしい有能な職員を配

置 

・関係部局によるタスクフォー

スの設置 

 

 

 

・好事例募集・表彰など好事例

が確実に地方支分部局等に伝

播される仕組み等を検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「窓口や

現場における職員の資質向上

関係の検討事項について」の取

りまとめ【3月】 

○好事例募集・表彰等好事例が確

実に地方支分部局等に伝播さ

れる仕組み等を検討するため、

関係部局（※）によるタスクフ

○タスクフォースの議論を踏まえ、表彰制度等の実施

手順の決定、実施【21 年度中】 
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ォースの設置・開催【3月】 

※関係部局；大臣官房地方課、

食品安全部、労働基準局、職

業安定局、雇用均等・児童家

庭局、年金局、社会保険庁、

中央労働委員会事務局 

 

23 事案に応じて専用ホット

ラインを設置するなどして、

問題の発生に対する感度を

高め、迅速かつ適切に対応で

きる仕組みを構築 

・苦情処理の仕組みについての

現状把握と問題点を分析し、

改善策を検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「厚生労

働省苦情相談対応基本要領」を

取りまとめ【3月】 

 

○「厚生労働省苦情相談対応基本要領」に基づき、各

部局において組織としての情報共有の在り方の整

備等苦情相談に関する対応の改善【6月末】（再掲） 

 



 13

 

改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅴ 危機管理能力の向上 

（改革項目） 

・危機管理体制の強化 

・危機関連情報の収集・発信体制の強化 等 

24 国として組織体制を強化

するとともに、国・自治体・

民間の役割分担を明確化し、

協力体制を整備するなど、危

機管理のための相応の仕組

みを整備 

・組織体制、ＩＴ機器の充実、

現地派遣体制の構築など、２

４時間３６５日の危機管理体

制について検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「24 時間、

365 日の危機管理体制に関する

方策及び健康危険情報の収集

分析機能強化等の取り組みに

ついて」を取りまとめ【3月】

 

○「24 時間 365 日の危機管理体制に関する方策及

び健康危険情報の収集分析機能強化等の取り組

みについて」に基づき、以下の取組を実施【計

画的に実施】 

・IT 機器の充実、連絡体制の整備 等 

○自然災害発生時において、省内の初動対処体制

をより速やかに実施するために、「自然災害発生

時の対応」に関する省全体マニュアルを整備【21

年度中】 

○健康危機管理案件に関する迅速かつ確実な広報

の手順について、健康危機管理調整会議等で検

討、取りまとめ【21 年度中】 

 

25 国民へ正確かつ迅速に情

報を提供する体制を確立 

・正確かつ迅速な広報の実施の

ための広報機能の強化策等に

ついて「広報広聴基本方針」

（仮称）に盛り込み 

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針」の策定・公表【4月】（再掲）

 

○平成 21 年度広報広聴基本指針に基づき、各部局

において以下の取組の実施【計画的に実施】 

・国民が必要とする情報を迅速かつ確実に提供

するための手順の検討 

 等 

○広報戦略会議及び広報委員会において、各部局

における先進事例を他部局に紹介する等情報を

共有するとともに、各部局の取組について定期

的に事後的な評価を実施し、改善（再掲） 

○健康危機案件に関する迅速かつ確実な広報の手

順について、健康危機管理調整会議等で検討、

取りまとめ【21 年度中】（再掲） 
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26 海外の感染症発生状況を

把握する一方、国際機関と即

時に連絡調整し、我が国で事

態が発生したときの海外へ

の発信体制を強化するなど

情報収集・発信体制を強化 

・国立感染症研究所と連携した

情報集約方策、健康危険情報

の収集分析機能の強化、省内

健康危機管理調整会議の充実

強化等を検討 

○省内改革推進プロジェクトチ

ーム事務局において、「24 時間、

365 日の危機管理体制に関する

方策及び健康危険情報の収集

分析機能強化等の取り組みに

ついて」を取りまとめ【3 月】

（再掲） 

 

○「24 時間 365 日の危機管理体制に関する方策及

び健康危険情報の収集分析機能強化等の取り組

みについて」に基づき、以下の取組の実施【計

画的に実施】 

・IT 機器の充実、連絡体制の整備 等（再掲） 

○国立感染症研究所に平成 21 年度予算により整

備・強化される感染症に対する危機管理に対応

した情報の収集分析機器によって収集される情

報の共有【随時実施】 
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改革推進項目 平成２１年３月末 
（２月時点での工程表の記載）

これまでに取り組んだ事項 

 

21 年度中に取り組む事項 

Ⅵ 不祥事の再発防止、業務の効率化、人材育成、人事運用等 

（改革項目） 

・不祥事の再発防止のための取組強化 

・業務の効率化に向けた取組の推進 

・人材育成・人事運用の見直し 等 

・情報共有の改善策について「広

報広聴基本方針」（仮称）に盛

り込み 

 

 

○広報戦略会議において取材や

報道対応に関する情報の共有

化等について指示【2月】 

○「平成 21 年度広報広聴基本指

針」の策定・公表【4月】（再掲）

   

○平成 21 年度広報広聴基本指針に基づき、各部

局において以下の取組の実施【計画的に実施】 

 ・国民からの相談や苦情など厚生労働行政に

係る情報を組織全体で共有し活用できる仕

組みの構築 

○広報戦略会議及び広報委員会において、各部

局における先進事例を他部局に紹介する等情

報を共有するとともに、各部局の取組につい

て定期的に事後的な評価を実施し、改善（再

掲） 

○「厚生労働省苦情相談対応基本要領」に基づ

き、各部局において組織としての情報共有の

在り方の整備等苦情相談に関する対応の改善

【6月末】（再掲） 

27 コンプライアンスの徹底

など不祥事再発の防止／職

員一人ひとりの職務と責任

の明確化／職員一人ひとり

が十分な能力を発揮できる

ような業務再編・効率化、研

修の充実など人材育成／固

定的な技官人事を見直し、行

政評価の手法の確立、職員の

インセンティブを高め、組織

の活性化を図る人事運用 

・業務改善に関する省内チーム

の提言を踏まえた指示と取組

状況を把握 

 

○業務改善に関する省内チーム

の提言を踏まえた各部局に対

する業務改善への取組の指示

【12 月】 

○指示を踏まえた各部局におけ

る業務改善に関する実施状況

及び 21 年度における取組事項

の把握【3月】 

 

○21 年度における取組事項に基づき各部局にお

いて実施【随時実施】 

○更なる改善事項について各部局において検

討・実施【随時実施】 
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・固定的な技官人事などについ

ては省内人事政策検討会議で

検討し、その議論を踏まえ対

応 

○人事政策検討会議における議

論を踏まえた対応の検討 
 

○人事政策検討会議における議論を踏まえた対

応の検討・実施【21年度中】 

28 本省の全ての職員が若い

うちに一度は生活保護のケ

ースワーク等の現場を経験 

・人事異動時等における対応を

検討 

・自治体等関係機関との調整 

○人事政策検討会議において、現

場経験の充実に向けた取組の

検討（再掲） 

○民間からの登用、市町村等との

人事交流の拡大、若手職員の現

場研修の拡大の検討・実施【4

月】（再掲） 

 

○人事政策検討会議において、現場経験の充実

に向けた更なる取組の検討【随時実施】（再掲） 

 

（注）「これまでに取り組んだ事項」には 21 年 4 月末時点で取り組んだ事項を記載している。 

 
 
 


